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防災設備（警報・消火）保全管理業務委託 

仕 様 書 
 

Ⅰ 業務委託概要 

１．業務委託名称  防災設備（警報・消火）保全管理業務委託 

２．場 所    会津若松合同庁舎外 

                        会津若松市追手町地内外 

３．委 託 期 間  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

４．業 務 目 的 

会津若松合同庁舎（本館・新館・別館・山鹿車庫）、松長職員公舎Ａ・Ｂ棟および門

田村西職員公舎の防災設備等について、消防法及び建築基準法等に基づき、その機能を

常に最善の状態に維持し、安全性を確保するために以下に定める事項により保全管理業

務を行う。 

５．適 用 基 準 等 

本仕様書に記載された事項以外については、建築保全業務共通仕様書（令和５年版）

【建築保全センター編集・発行】による。 

 

Ⅱ 業務内容 

１．防災設備の点検・調整に関すること 

２．その他必要と認められる立会い、点検、修理等に関すること 

 

Ⅲ 対象設備及び点検回数 

１．別紙１－１「合同庁舎点検対象設備及び点検回数」及び１－２「職員公舎点検対象設

備及び点検回数」のとおり 

  

Ⅳ 業務の実施 

１．保全管理業務は、建築保全業務共通仕様書により行うこと。  

２．上記仕様書に定めがなくても、保全管理業務上必要な業務については誠意を持って行

うこと。 

３．受託業者（以下、「乙」という。）は、業務計画書を作成し、これを事前に発注者（以

下）「甲」という）に提出し、甲の承諾を受けること。 

４．乙は、業務従事者名簿を提出し、その中から主任技術者を１名選出し甲の承諾を受け

ること。また、業務従事者は業務中においては作業員証を携行すること。さらに、緊急

連絡体制図及び代替要員体制図を甲に提出すること。 

この業務従事者名簿には、業務従事者の氏名、生年月日、免状の種類及び番号を記載

すること。 

５．業務の結果、異常を発見した場合は、直ちに適切な処置を行い、障害発生を未然に防

止し、甲にその結果を報告すること。また、障害が発生した場合は、直ちに適切な処置

を行った上で、その障害の状況を甲に報告すること。 

６．業務実施日以外の日において、甲が急遽異常を発見し、直ちに適切な処置を行わない

と障害発生を防止できない場合、あるいは、すでに障害が発生していて、直ちにその障

害を取り除かなければならない場合で、甲が業務従事者を直ちに召集するため乙に連絡

したときは、乙は遅滞なく業務従事者を派遣させること。  


























